
２章 IAEA ９節 我が国の貢献 

2.9 我が国の貢献  
・我が国は、IAEA の創立当初から指定理事国として中心的役割を果たしている

・通常予算、技術協力基金、特別拠出金（平和利用イニシアチブを含む）のそれぞれにつ
いて長年にわたり多大な財政貢献を維持するとともに、事務局専門職、コストフリー専門
職等、多くの人員を派遣している。

・我が国は、原子力安全、核セキュリティ、保障措置を始め、放射性廃棄物処分、21 世紀
の原子力エネルギー、あるいは核融合等、研究開発に関する IAEA 主催の国際会議へ
の参加を通じ積極的に貢献

・アジア・太平洋地域の開発途上国を対象とした IAEA の地域協力である RCA (2.6.3 を参
照）において医療・健康、放射線防護、及び工業分野のプロジェクトに参加、特に医療・健
康分野の主導国を務め、加盟国間の技術支援協力を推進

・最近の活動等については、外務省のホームページに紹介されている。

外務省:トピックス、https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/atom/iaea/index.html 
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